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１ 福岡県パラアスリート助成金について 

 

（１）目的 

  この助成金は、福岡県ゆかりのパラアスリートが一人でも多くパラリンピック 

に出場することを目指し、国内外への大会出場等に必要な経費を助成し、もって 

福岡県のスポーツの推進に資することを目的とする。（福岡県パラアスリート助成金要綱抜粋） 

 

 

（２）助成対象期間 

  令和６年４月１日から令和７年３月３１日 

 

 

（３）助成対象経費 

  パラリンピックに向けた大会に出場するために必要な経費のうち、下記に定め 

るものとします。 

 

① 報償費 

② 旅費 

③ 需用費（※上限あり、詳細は下記のとおり） 

④ 役務費 

⑤ 使用料及び賃借料 

⑥ 保険料 

 

 助成対象経費の詳細については、P６を参照してください。 

 

 

（４）助成金額 

  助成金額は、交付申請・帯同者申請後に交付決定を行います。 

  また助成額上限別に、需用費上限を定めます。 
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（５）各種申込提出期限 

    各種申込提出期限については、下表のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  実績報告書は、活動期間別に期限を設けているので、注意してください。 

  実績報告書の提出後、審査を経て、概ね１ヵ月以内に助成金を振り込みます。 

  なお、第１回実績報告書の対象期間において、概ねの活動が完了した場合は、 

 第２回実績報告書の提出は不要です。  

  各書類の提出については、別途提出依頼をいたします。 

 

 

各種申込 提出期限（予定） 提出先 

① 交付申請書 令和６年７月２４日 

公益財団法人 

福岡県スポーツ推進基金 

② 概算払請求書   必要とした場合に提出 

③ 第１回実績報告書 

（令和 6年 4月 1日～令和 6年

12 月 31 日までの活動が対象） 

令和７年１月１４日 

④ 第２回実績報告書 

（令和 7年 1月 1日～令和 7年

3 月 31 日までの活動が対象） 

令和７年４月４日 
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（１）フロー図

※１　助成金は原則として精算払です。概算払が必要な場合は、概算払請求書をご提出いただ
　　　きます。（精算払いと概算払いについては、P4参照）
※２　助成金の概算払済額が、確定額を上回っている場合は、助成金の返還命令書を送付しま
　　　す。
※３　令和６年度については、③以降の手続きをお願いします。

（２）各手続詳細

①助成金書類の掲載
助成金交付に必要な各種書類を、下記URL（公益財団法人福岡県スポーツ推進基金ホーム
ページ）に掲載します。（必要があれば、個別に送付しますので申し付けください。）

 〇掲載書類
【③申請書類提出に必要なもの】
・交付申請書　　　　　　　 　　（様式第３号）
・活動計画書 　　　　　　　　　（別紙３－１）
・収支予算書 　　　　　　　　　（別紙３－２）
・帯同者申請書 　　　　　　　　（別紙３－３及び別表）
※帯同者証明資料について既に提出済みの場合は証明資料の提出不要

【④概算払請求に必要なもの】
・概算払請求書 　　　　　　　　（様式第７号）

【⑤実績報告書提出に必要なもの】
・実績報告書  　　　　　　　　 （様式第５号）
・活動報告書 　　　　　　　　  （別紙５－１）
・収支決算書  　　　　　　　　 （別紙５－２）
・領収書等支出証拠書類添付用紙 （別紙５－３）

２　助成の流れ

申請者(選手)
 帯同者も含む

公益財団法人
福岡県スポーツ推進基金

https://fukuokasports.org/supports/detail/R6parajyosei_tebiki

①助成決定内示

②交付申請書類等送付

③交付申請書･帯同者申請書提出

⑤概算払請求※１

⑥実績報告書提出
⑦報告書審査

⑦額の確定

⑧返還手続※２

④交付決定通知
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②申請書類提出
必要事項を記載のうえ、福岡県スポーツ推進基金へ提出してください。
下記「３　提出書類一覧表」参照

③概算払請求（必要とする場合のみ）
必要事項を記入して提出してください。
概ね一か月以内に助成金を指定の振込先へ交付します。

④実績報告書提出
　 必要事項を記載のうえ、提出してください。P5「３　提出書類一覧表」参照

⑤実績報告書審査
　 ④実績報告書提出の内容を福岡県スポーツ推進基金で審査します。
　 主に補助対象経費の適正等を確認します。

⑥額の確定
⑤実績報告書審査にて、適当と認められた時は、助成金が振り込まれます。
なお、概算払を行っている場合は確定額と概算払の差額が振り込まれます。
全ての実績報告書の審査が完了した後、助成金の額の確定通知が届きます。

⑦返納手続（該当する者のみ）
　 ③概算払請求額が、⑦額の確定より大きい場合、その差額を返還していただき

ます。その際は、福岡県スポーツ推進基金より返還の振込先を記載した文
書を送付いたしますので、期日までに返還をお願いします。

⑤実績報告書提出
選手
帯同者

〇実績報告書（様式第５号）
〇活動報告書（別紙５-１）
〇収支決算書（別紙５-２）
〇領収書等支出証拠書類添付用紙（別紙５-
３）

令和７年
１月１４日
４月　４日

③申請書類提出 選手

〇交付申請書（様式第３号）
〇活動計画書（別紙３－１）
〇収支予算書（別紙３－２）
〇帯同者申請書（別紙３－３及び別表）
　※振込口座内容が含まれる通帳の写しも添付

令和６年
７月２４日

④概算払請求
選手
帯同者

〇概算払請求書（様式第７号） 必要とした時

提出

書類 時期

３　提出書類一覧表

内容 対象
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４ 助成における留意点 

 

（１）助成金額は予定額です。 

 ・令和６年４月１日～令和７年３月３１日の間で活動に要した経費を領収書等 

で確認し、助成金を交付します。ただし、令和７年４月１日以降に行われ 

る大会等にかかる旅費は、たとえ令和６年４月１日～令和７年３月３１日の 

間に支払いを行ったとしても対象外となります。 

 ・活動に要した経費が助成金交付額を上回る場合でも、助成金交付額を超える 

補助金の交付は行いません。 

 

（２）助成金額の確定には、実績報告書の提出が必要です。 

 ・最終的な助成金の額は、実績報告書の確認後に確定されます。 

 ・令和６年度の活動実施期限等は、次のとおりです。 

  ・活動の実施 

令和６年４月１日～令和７年３月３１日まで 

（ただし、令和７年４月１日以降に行われる大会等にかかる旅費は対象外） 

  ・第１回実績報告の提出期限（令和６年４月１日～令和６年１２月３１日までの活動）  

令和７年１月１４日 

  ・第２回実績報告の提出期限（令和７年１月１日～令和７年３月３１日までの活動） 

令和７年４月４日 

 

（３）活動に要した経費の領収書は大切に保管してください。 

 ・実績報告書に添付する領収書（原本）が、助成金を交付する額の根拠資料と 

なります。 

 ・領収書などに不備がある場合は、助成金支払いの対象となりませんので、ご 

注意ください。 

  ◇認められない領収書の一例 

  （例１）領収書の内容が「一式」などと記載し、内容が不明確。 

      →内容は正確に記載してもらってください。 

  （例２）領収書の日付が不整合 

      →令和６年４月１日～令和７年３月３１日が対象です。ただし、令 

和７年４月１日以降に行われる大会等にかかる旅費は、たとえ 

領収書の日付が令和６年４月１日～令和７年３月３１日の間だと 

しても対象外となります。日付には十分ご注意ください。 

 

（４）活動状況などの写真、参加した大会の資料の提出をお願いします。 

 ・実績報告書と併せて活動状況写真の提出（メールによりデータ）をお願いします。 

 ・ご提出いただいた写真は、普及啓発用として、県や財団の HP に公開すること 

があります。そのため、ご提出いただく際は、あらかじめご所属の団体にも上 

記の旨を確認しておいていただきますようお願いします。 

 ・また、参加した大会の要綱やパンフレット等も併せてご提出ください。 
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５ 助成対象経費詳細について 

 

１ 助成金の額・助成対象経費 

助成額上限 助成対象経費 助成率 

交付申請・ 

帯同者申請後に 

交付決定通知 

報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、保険料

（新型コロナウイルス感染症対策に係る経費を含む） 

助成対象経費の

10/10 以内 

 

２ 助成対象経費詳細一覧 

国内外への大会出場等に必要な費用であると証明できるものについて、以下のとおり定める。その他の 

事項については、個別協議とする。 

助成対象経費 説 明 

報償費 

労務を行った個人に対する報酬（謝金等）。具体的には、実技指導を行う講演・

講義に対する講師、ガイドランナー、練習パートナー等の謝金がある。 

（報酬単価） 

短時間（8 時間以内）の場合 6,000 円以内/時間 

長時間（8 時間以上）の場合 5,500 円以内/時間 

※ 上記により難い場合は個別協議とする。 

旅費 

 助成活動の従事等に係る実施期間内の旅行に要する経費。 

交通費は、現に支払った額を原則とするが、最も経済的な公共交通機関を利用

した経路を対象とする。ただし、やむを得ず自家用車を使用した場合、20 円/ｋ

ｍとする。 

＜参考：距離の考え方＞ 

片道の場合：片道分の距離（1ｋｍ未満切り上げ、以下同様）を算出 

往復の場合：片道分の距離を２倍して算出 

複数地経由の場合：それぞれの片道分の距離を算出し、合算 

例）A 地点から出発し B 地点を経由し C 地点へ到着。 

→AB 間、BC 間それぞれで距離を算出し、合算する。 

       

 国内宿泊料は、現に支払った額を原則とするが、10,900 円/泊 を上限とする。 

 ※海外の宿泊料については、次頁のとおり。 

需用費 

下記、①～④のいずれかに該当するものを対象とし、交付決定額に応じて上

限額を決定する。なお、需用品一件につき、５万円未満とする。 

①水分補給のために必要な飲料、コンディショニング維持のために必要な食

糧。具体的には、飲料水、弁当、サプリメントがある。 

②各競技において必要な競技用具等の物品。 

③新型コロナウイルス感染症の対策に係るものも可能。 

具体的には、マスク、消毒液 

等がある。 

④10 万円以下の物品の修繕。 

 

役務費 大会参加費、保険料、新型コロナウイルスの PCR 検査、陰性証明書の発行 

使用料及び賃借料  機器器具等の賃借、有料道路の通行料・施設入場料等、レンタカー 
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海外の宿泊料について 

 

  海外の宿泊料については、以下の額を上限とします。 

 

 宿泊料（一日につき） 

指定都市 22,500 円 

甲地方 18,800 円 

乙地方 15,100 円 

丙地方 13,500 円 

 

 

※ それぞれがどの国を指すのかは、次頁以降の一覧を参考にしてください。 
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　アスリート助成の実績報告に係る証拠提出書類については、下記の内容に留意し、原則
原本を提出してください。なお、下記によらない場合は、個別にお問い合わせください。

助成対象経費

報償費

旅費

需用費

役務費

使用料
及び賃借料

６　証拠提出書類について

〇銀行振込伝票または領収書

〇支払金額の内訳が分かる書類（施設や請負業者からの請求内訳書など）

　【内訳が分かる書類で確認する項目】

　　機器器具等の賃借料　・物品名・使用年月日・個数・単価

　　施設入場料等　　　　・使用施設名・使用年月日・単価・回数・使用時間

〈有料道路を使用または駐車料金が発生した場合〉

〇道路通行料金、駐車料金の領収書（※「旅費」計上としないよう注意）

〈外貨による支払いの場合〉

〇換算レートが分かる資料（外国為替計算書、両替計算書など）

内容

〇銀行振込伝票または領収書

〇従事年月日、時間、内容などの内訳が分かる書類

　【内訳が分かる書類で確認する項目】

　　・従事者名・教室名・実施場所・実施年月日・従事時間・従事内容

　　・実施回数・謝金単価
〈鉄道運賃が発生した場合に必要な書類〉
○新幹線や特急券が必要な列車　→領収書
〇特急券が不要な在来線　→経路・運賃が分かる書類（運賃検索画面のコピー
等）

〈宿泊費が発生した場合に必要な書類〉
〇銀行振込伝票または領収書
〇支払金額の内訳が分かる書類（宿泊施設発行の請求内訳書など）
〇宿泊者が分かる書類（宿泊者の氏名が記載された宿泊明細など）

〈航空運賃が発生した場合に必要な書類〉
〇搭乗日・経路・航空券価格が分かる書類（領収書・eチケットの控え・搭乗
　証明書・予約確認表など）

〈自家用車を使用した場合に必要な書類〉
〇移動経路及び移動距離が分かる資料（グーグルマップのコピー等）

〈外貨による支払いの場合〉
〇換算レートが分かる資料（外国為替計算書、両替計算書など）
〇銀行振込伝票または領収書

〇支払金額の内訳が分かる書類（※合計額のみの記載の領収書は不可）

　【内訳が分かる書類で確認する項目】

　　・購入したもの・個数・単価

〈外貨による支払いの場合〉

〇換算レートが分かる資料（外国為替計算書、両替計算書など）
〇保険の内容が分かる書類　（※「旅費」計上としないよう注意）

　【内容が分かる書類で確認する項目】

　　・保険期間・単価
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７ 助成対象経費に関する QA 

 

１ 報償費の対象となる講師、指導者等とはどのような者か。 

 ・報償費などを支給する講師、指導者等は、知識や技量を有した人材である必要が 

  あると考えます。よって、「資格を持っている」「指導できる知識や技量を身に着 

けている」者が報償費の対象として認められます。 

 

２ 旅費において、自家用車使用は計上してよいのか。 

 ・原則、公共の交通機関を利用していただきますが、交通手段が車しかない場合な 

どは計上してかまいません。20 円／㎞で計上してください。 

なお、自家用車を使用された場合は、証拠提出書類として、移動経路及び移動経 

路がわかる資料（グーグルマップなど）をご提出いただきます。 

 

３ 旅費において、自家用車を使用した場合、ガソリン代は計上できるのか。 

 ・ガソリン代は、上記の 20 円／㎞の内に含むという考えに基づいていますので、計 

上できません。 

 

４ 旅費において、タクシー代は計上してよいのか。 

 ・タクシー以外での移動が難しい場合は、計上していただいてかまいません。 

 

５ 対象期間外の令和７年５月に行われる大会にかかる旅費を令和７年３月中に支払 

いを行ったが、これは対象となるのか。 

 ・対象になりません。対象期間に行われた大会にかかる旅費等の費用が対象になり 

ます。そのため、令和７年４月１日以降に行われる大会等にかかる旅費は、たとえ 

令和６年４月１日～令和７年３月 31 日の間に支払いを行ったとしても対象になりま 

せん。 

 

６ サプリメントなどの食料費は補助対象経費となるのか。 

 ・対象になります。需用費の項目にて計上していただきます。 

 

７ 大会参加費や大会エントリー費は対象になるか。また対象になる場合、どの区分 

で計上すればよいか。 

 ・対象になります。参加に係る手数料として、役務費で計上してください。 

 

８ 大会参加にあたり、所属する競技団体が大会申込や旅費等手続きを行い、費用を負担 

した。その後、所属する競技団体から費用が請求され支払いを行った。そのた 

め、領収書の発行者が所属する競技団体となるが、これは対象となるのか。 

 ・対象となります。ただしその場合、大会主催者が発行する大会参加証明書等、大 

  会に参加したことを証明する資料を提出してください。 
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８ 助成対象経費に関する QA 

 

９ 助成対象経費の区分（報償費、旅費、需用費など）ごとに上限はあるのか。 

 ・需用費の上限は、Ｐ.６「２ 助成対象経費詳細一覧」をご参照ください。 

 

10 外貨による支払いを行った場合、どのように計上するのか。 

 ・支払日の換算レートにより計上します。支払日が休日等で市場がレートを発表していない

場合には、その前の最新のレートを使用してください。 

 

11 使用計画書に記載した大会等が、荒天やコロナウイルスのため中止になった。 

そのため、使用計画に比して著しく内容が少なくなった場合、助成額はどうなるのか。 

 ・助成金額の上限は変わりません。実績報告書でご提出いただく領収書等の証拠提出 

書類に基づき、助成金額を決定します。 

 

12 使用計画書に比して補助対象経費の区分（報償費、旅費、需用費など）の追加や 

大幅な経費の変更は認められるのか。 

 ・変更いただいてかまいません。 

 

13 助成金を使いきれなかった場合はどうなるか。 

 ・状況等の変化などにより、当初計画の内容がなくなった場合、減額した額で報 

告書を提出してください。なお、概算払い請求をしていた場合、額が確定した後、 

過払い分を返還していただきます。 

 

14 帯同者とは具体的に誰をさすのか。 

 ・助成対象選手の指導者、コーチ、トレーナー、競技用具並びに器具の修理及び 

調整を行う者など、競技において深く関わりのある者を指します。したがって、 

応援者や付添いの家族は基本的に対象外となります。競技活動を実施するにあたり、 

家族が帯同する場合は、帯同者申請時に帯同内容を明記してください。 
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８ 書類提出先、問い合わせ先 

 
 

〒812-0046 
福岡県福岡市博多区吉塚本町 13-50 福岡県吉塚合同庁舎 1階 

公益財団法人 福岡県スポーツ推進基金 
 

電話 ０９２（６４３）０２０５ 
FAX  ０９２（６４３）０２０６ 
E-mail info@fukuokasports.org 

  

 

 

 

 

 

14


